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 2023 年 9 月 28 日 
報道関係者各位 

                                                    アットホーム株式会社 

 コーポレート  

アットホーム、「全国空き家対策コンソーシアム」に参画 
～空き家利活用を促進し、地域社会の活性化を支援～ 

 
不動産情報サービスのアットホーム株式会社（本社：東京都大田区 代表取締役社長：鶴森 康史 以下、アット

ホーム）は、全国共通の課題である空き家の増加抑制や利用促進、地域活性化への一つの取組みとして、「全国空

き家対策コンソーシアム（https://www.j-akiya.jp）」に理事として参画することをお知らせいたします。本コンソーシア

ムは 9月 28日に設立し、代表理事を株式会社クラッソーネ、理事企業は当社、株式会社 AGE technologies、大和

ハウスパーキング株式会社、株式会社 LIFULL、株式会社リノバンクが務め、会員として東京大学 不動産イノベー

ション研究センター（CREI）、野村不動産ソリューションズ株式会社、みずほ不動産販売株式会社、株式会社三菱

UFJ銀行、株式会社 LIXILが参画します。 参画事業者・団体間にて専門ノウハウを共有することで、空き家所有者

への啓発活動を強化し、空き家の増加抑制の実現を目指します。 

アットホームは、本コンソーシアムへの参画を通して、参画企業とともに空き家対策を強化し、空き家の流通活性

化に努めてまいります。 

 

■代表コメント 

アットホーム株式会社 代表取締役社長 鶴森 康史 

各社の「空き家を解消し地域社会を活性化させ、持続可能な未来を築き上げる」というビジョンと志に共感し“アッ

トホームにもお役に立てることがある”と思い、全国空き家対策コンソーシアムに参画させて頂くことを決意いたしま

した。 

当社では「アットホーム 空き家バンク」を通じて、700以上の自治体と全国約 62,000の不動産会社、そして生活

者を“情報で繋ぐ”ことで、空き家の解消、地域の活性化、移住支援などに取り組んでおります。 

今後は各社との連繋を図り、社会的な変革をもたらす「チカラ」を生み出し、新たな道を切り拓いてまいります。 

 

■「全国空き家対策コンソーシアム」設立背景 

近年、空き家の数は増加を続けており、今後、更に増加が見込まれる中、空き家対策の強化が急務となっていま

す。総務省統計局発表「平成 30年住宅・土地統計調査」によると、全国で空き家は約 849万戸、空き家率は 13.6％

と過去最高の水準となっており、野村総合研究所の試算では 2038年には全国の住宅の 3軒に 1軒が空き家にな

ると予測されています（※）。 

増え続ける空き家への対策として、新たな空き家の発生防止や、既に空き家となっているものについては除却す

べきものを除却し、活用できるものは活用するといった対応が求められています。具体的な対策の取組みとして、

2024年 6月には、空き家が放置される一因となっている所有者不明土地の対策、相続登記の申請が義務化されま

す。また、国土交通省は、周囲に悪影響を及ぼす特定空き家の除却促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の段階

から空き家の有効活用や適切な管理を確保するため、2023年 6月に「空家等対策の推進に関する特別措置法の

一部を改正する法律」を公布し、管理不全空き家に対する固定資産税の優遇措置が撤廃されることになりました。こ

うした政策により、行政による空き家対策がより強化されています。 

https://www.j-akiya.jp/
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（※）『2040年の住宅市場と課題 －迫力を欠くストックシフト、本腰を入れた取組が必要－』野村総合研究所より： 

https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2022/cc/mediaforum/forum337 

 

■「全国空き家対策コンソーシアム」設立趣旨 

空き家の問題は相続、除却、売却、活用などさまざまな分野に関連しており、空き家所有者への支援は幅広い専

門分野の情報を必要とするため、行政だけでは難しい状況です。 

そこで、空き家問題を具体的に解決する一助となるべく、核となる協議体として、「全国空き家対策コンソーシア

ム」を設立しました。独自に専門ノウハウを持つ事業会社がコンソーシアムを形成し、知見を共有することで、各事業

者の空き家所有者に対する啓発活動を強化し、具体的な課題解決の促進、空き家増加抑制に努めてまいります。 

また、より広く空き家所有者への情報提供・支援を行い、所有者の行動喚起につなげるため、幅広い専門知識を

持つ団体として行政との連携も目指します。 

 

 

 

■「全国空き家対策コンソーシアム」の活動内容（予定） 

1．参画事業会社による事例共有会の実施 

2．空き家所有者向けオンラインセミナー実施、空き家所有者からの相談対応 

3．空き家問題に関する研究・調査の実施 

4．参画事業者間のビジネスマッチング 

 

■「アットホーム 空き家バンク」とは 

国土交通省が推進している空き家・空き地等の流通活性化に向けた取組みに

賛同し、全国の空き家・空き地や公的不動産（PRE）、地域の情報と消費者ニーズ

を結びつけることを目的に「アットホーム 空き家バンク」を構築・運営しています。 

アットホームは、空き家・空き地の利活用に関心を持つ消費者に、引き続き有

益な情報を提供してまいります。 

https://www.akiya-athome.jp/ 

 

 

https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2022/cc/mediaforum/forum337
https://www.akiya-athome.jp/
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会社概要 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

アットホーム株式会社 PR事務局 ビルコム株式会社 担当：田中・荒木 

TEL：03-5413-2411  E-mail：athome@bil.jp 

 

アットホーム株式会社 マーケティングコミュニケーション部 広報担当：佐々木・西嶋・岡村 

TEL：03-3580-7504  E-mail：contact@athome.co.jp 

 

■会社名       ：アットホーム株式会社 

■創業         ：1967 年 12 月 

■資本金       ：1 億円 

■年商         ：311 億 7100 万円（2022 年 6 月～2023年 5 月） 

■従業員数     ：1,708 名（2023 年 8 月末現在） 

■代表者名     ：代表取締役社長 鶴森 康史 

■本社所在地   ：東京都大田区西六郷 4-34-12 

■事業内容     ：●不動産会社間情報流通サービス 

・ファクトシート･リスティング･サービス（図面配布サービス） 

・ATBB（不動産業務総合支援サイト） 

・官公庁等の物件情報提供サービス 

●消費者向け不動産情報サービス 

・「不動産情報サイト アットホーム」 

・「お部屋探しアプリ アットホームであった！」など 

●不動産業務支援サービス 

・ 「ホームページ作成ツール」など、ホームページ運営支援 

・ 「不動産データプロ」「地盤情報レポート」など、不動産調査支援 

・ 「VR内見・パノラマ」「おすすめコメント」など、集客支援 

・ 「賃貸管理システム」「スマート申込」「スマート物確」など、業務支援 

・ 「セミナー・研修会」など、知識習得支援 

・ 集客、店舗・物件プロモーションツールなど、不動産業務用ツール 

 

■加盟・利用不動産店数 ：62,012 店（2023 年 9 月 1 日現在） 

■会社案内         ：https://athome-inc.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


